
 

 

 

レジリエンス評価を活用した下水道システムの

機能回復と強化に向けた提案 
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災害発生時の被害調査や復旧作業は迅速に行われる必要があるが，実施箇所の選定や手順に

は明確なルールがなく，管理者の経験や現場判断に依存しているのが現状である．また，耐震

化など予防保全対策の整備効果はシステム全体の機能向上という観点では評価されていない．

本検討では，被災後の機能低下と復旧による機能回復を時系列で示すレジリエンス三角形を用

いて，復旧手順や予防保全対策の効果を定量評価し，レジリエントなインフラマネジメント手

法の具体化を目的とした．レジリエンス評価を用いることで，下水道システムの機能に着目し

た災害復旧や震災対策のより効果的なマネジメントが可能であることを示した． 
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１．検討背景 

 

令和6年能登半島地震では，上水道や下水道の基

幹施設が甚大な被害を受けたことにより，広範囲で

の断水や下水道機能が停止し，住民生活に深刻な影

響を及ぼした．上水道や下水道施設は大部分が地下

築造のため，ひとたび被災すると復旧に長期間を要

する場合が多い．また，災害発生時に実施されるべ

き被害調査や復旧作業に関しては，実施箇所の選定

や作業手順に関する明確なルールが存在せず，その

多くが管理者の経験や現場での判断に依存している． 

下水道のストックマネジメントでは，大規模地震

の発生時でも下水道機能および緊急輸送道路などの

交通機能を確保することを目的として，予防保全対

策が実施されている．下水道事業のマネジメントに

関するガイドライン1),2)では，これらの対策による

効果はアウトカム指標によって評価するとしている

(表-1)．ここでのアウトカムは，事業量を示すアウ

トプット指標とは異なり，管渠の劣化ランク(Ⅳ・

Ⅴ)延長の減少，道路陥没数の減少，ライフサイク

ルコストの縮減など数値化を行っている．これらに

より一定の効果は評価可能であるものの，直接的な

性能評価とは言えず，下水道システム全体の機能向

上という観点からの整備効果の評価は不十分である． 

気候変動に伴い頻発化・激甚化している自然災害

や発生が切迫しているとされる巨大地震に備えるた

めには，効率的かつ効果的な対策の優先順位付けお

よび復旧手順の策定方法を確立することが，喫緊の

課題となっている． 

 
表-1 点検・調査及び修繕・改築に関する目標(アウト 

カム及びアウトプット)の設定例2) 

 
 

２．検討目的 

 

災害発生時における被害調査および復旧作業，な

らびに予防保全対策を効率的かつ効果的に実施する

ためには，復旧による機能回復や平常時の機能強化

の定量的な評価手法の構築が不可欠である．本検討

では，レジリエンスの定量評価に基づく，災害時お



 

 

よび平常時の双方で活用可能なインフラマネジメン

ト手法を具体化することを目的とする．レジリエン

スの定量評価においては，被災による機能低下と復

旧過程における機能回復を時系列で表現する．これ

により，システムの状態に応じたレジリエンスの変

化を把握し，迅速な機能回復を目的とした復旧計画

や予防保全対策の優先順位を示す補強計画の策定に

資することが可能となる． 

本検討は，下水道ネットワークを検討対象として，

①早期機能回復の観点からの応急復旧手順の提示，

②システムの機能向上の観点からの予防保全対策優

先順位の提案を行った． 

なお，本検討は，東京都下水道サービス株式会社

との共同研究により実施したものである3)． 

 

３．レジリエンス評価 

 

 レジリエンスは，仙台防災枠組2015-2030で「困

難な状況下でも，基本的な機能などを保持し，また

災害からの悪影響に対し抵抗できる強い芯をもち，

しなやかに回復できるシステム」という意味で使わ

れている．復元力や対応力に近い概念であり，以下

の4つの特性で表現できる4)． 

① Robustness(頑強性)は，損傷に対する抵抗性． 

② Redundancy(冗長性)は，ある一部の機能が損傷

しても全体としての機能を維持する性質で，機

能的な余裕や対応策の選択肢の多さ，代替可能

なシステムを持ちうること． 

③ Resourcefulness(臨機応変性)は，機能を回復

するために必要な資源問題を特定し，優先順位

を定めて資源・人員を再配置する能力． 

④ Rapidity(即応性)は，早期の機能回復能力，優

先順位に応じて，目標を迅速に達成する能力． 

レジリエンスの定量評価には，縦軸に機能，横軸

に時間を表すレジリエンス三角形が用いられる(図

‐1)．これは，平常時の機能が被災により低下し，

復旧作業を経て元の機能レベルに達した時点(tn)で
復旧完了となる過程を示している．この機能の経時

変化を時間で積分した機能損失量R値(レジリエンス

三角形の面積)がレジリエンスを表す指標となる．R

値が小さいほどレジリエンスは高く，予防保全対策

による機能低下の抑制や，復旧手順による復旧速度

の違いがR値に反映され，対策の優劣を評価するこ

とが可能となる． 

 

  
図‐1 レジリエンス三角形 

４．検討対象システム 
 

本検討では東京都の一部地域の下水道ネットワー

クを対象とした．対象地域のネットワークモデルと

下水道施設の諸元を図‐2に示す． 

 

 
 流域面積：92.31 ha 
 下水道管：636 スパン，全延長22,363 m 
円形管（φ200～φ1,800 mm） 
矩形渠や馬蹄形渠（管高1,360～3,330 mm） 

 人孔：614 個 

図‐2 下水道ネットワークと施設諸元 

 

５．早期機能回復の観点からの復旧手順の提示 

 

(1) 被害想定 

本検討では，復旧が必要となる箇所を把握するた

め，対象ネットワークがレベル2地震動によって被

災した場合の被害想定を行った．なお，対象地域は

既に下水道管更生や人孔の耐震化対策が実施されて

いる箇所もあるが，ここでは無対策とした． 

対象地域は液状化が発生しやすい地域であるため，

人孔と下水道管の両方の被害検討を実施し，その結

果を「管路閉塞被害(閉塞スパン)」として考慮した．

人孔については，浮上量を算出し，10㎝以上浮上す

る人孔より上流は流下不可とし閉塞スパンとした．

下水道管については，管種，管径，土被りから簡易

的に断面方向の耐震照査ができるチャート5)を用い

た耐震評価や軸方向の地震時計算6)からレベル2地震

動で要求性能を満足しない下水道管は損傷するとし

閉塞スパンとした．被害計算の結果，閉塞スパンは

518スパン(総延長17,418m)となった(図‐3)． 

 

 
図‐3 被害状況(下水道管閉塞発生箇所) 
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(2) 評価方法7) 

被災により下水道システムが損傷して下水道管の

閉塞が生じると，対象流域内の下水を最下流に流す

ことができなくなる．それを日々の応急復旧により

閉塞を解消し，流下可能範囲を広げていくことで被

災前の状況に復旧させる．この被災による機能低下

から復旧による機能回復を評価するために，システ

ムの機能評価指標を「最下流人孔に流入する下水流

量」とした． 

復旧による流域変化と機能回復のレジリエンス評

価イメージを図‐4に示す．被災により閉塞した下

水管の復旧を複数日に分けて行い，その復旧日ごと

に最下流人孔の流量変化を求める．経過日数に対す

る最下流部での流量の推移を求め，レジリエンス三

角形の面積(＝総損失流量)により評価を行う．被災

後の復旧の考え方については，首都直下地震等にお

ける東京の被害想定報告書(東京都防災会議)の被害

想定手法-ライフライン被害-下水道の中で示されて

いる「復旧日数予測の考え方」を踏襲することとし，

復旧の単位は一律400m/班・日とした8)． 

 

 
図‐4 復旧による流下可能流域の変化と最下流流量の回 

復のイメージ(OpenStreetMapに加筆して作成) 

 

(3) レジリエンス評価による復旧手順の提示 

ここでは，応急復旧手順が下水道システムの機能

回復に与える影響を評価し，早期に機能回復可能な

復旧手順を導出するため，以下の2つのケースで検

討を行った． 

・ケース1：管路をランダムに復旧 

・ケース2：下流の管路から復旧 

復旧単位は400m／班・日とし，対象地域では1班

体制で復旧を行うこととした．総延長17,418mをす

べて復旧するには，44日(=17,418[m]／400[m/日])

を要する． 

各ケースの評価結果を図‐5に示す．機能損失量

を示すR値はケース1が29.3，ケース2が17.4であり，

下流の管路から復旧する手順では約半分の機能損失

に抑えられることがわかる．また，流量50％以上回

復するまでには，ケース1では32日を要するのに対

して，ケース2では14日であった．また，80％以上

の回復もケース2では33日で回復できている． 

本計算では，復旧箇所を日別に把握し機能回復量

を算出していることから，R値の小さい手順を早期

機能回復が可能な復旧手順として提示できる． 

 

 
図‐5 復旧手順ごとのレジリエンス三角形 

 

６．システムの機能向上の観点からの予防保全 

対策優先順位の提案 
 

(1) 被害想定 

レベル2地震動で被災した場合の被害想定を行っ

た．下水道管と人孔の整備状況を考慮し，各対策の

人孔浮上抑制効果を人孔浮上量に反映した9)．また，

管更生スパンについては被災により管の閉塞が生じ

ないと仮定した．閉塞スパンの判定結果を図‐6に

示す．閉塞スパンは430スパン(総延長15,068m)で

あった．閉塞スパンが対策の対象スパンとなる． 

 

 
図‐6 被害状況(下水道管閉塞発生箇所) 

 

(2) 評価方法7) 

ここでは，対象地域を複数のエリアに分割して検

討した(図‐7)．複数年にわたり予防保全対策とし

て管更生による補強を段階的に実施する中で，最も

レジリエンスを高める実施エリアの順序を求めた．

具体的には，各年の補強完了後に地震で被災し，無

対策箇所に被害が生じたと仮定して復旧計算を行い,

このときのR値が最小となるエリアを最も実施効果

の高いエリアと評価した．そして，必要箇所への補

強が完了するまで,この計算を繰り返した． 

管路の補強計画の検討に用いる補強リソースであ
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る年間予算と工事費については次のとおりとした． 

再構築事業の年間予算は，これまでの再構築事業

費と整備実績から本検討で対象とした流域面積比で

算出し，対象地域の枝線再構築予算を年間4億とし

た．管路の補強に用いる管更生工法の口径毎の工事

費は，委託者提供資料より設定した．設定した工事

費と補強を必要とするスパンから補強対策費の合計

は23.3億円となり，対象地域では6か年で対策完了

となった． 

 

 
図‐7 対象地域のエリア分割図(管路表示なし) 

 

(3) レジリエンス評価による補強順の提案 

 レジリエンス評価による補強順の結果を表-2に示

す．同一のエリア番号が複数年にわたり出現してい

るのは，エリア内のスパン全てを補強するのに複数

年を要したためである．補強回数ごとの復旧時の機

能推移を図‐8に示す(補強回数6回では被害発生が

なく，機能推移グラフは省略)．補強が進むにつれ，

機能低下が小さくなり，復旧完了までの日数も補強

回数0回の38日から，補強1回で30日，2回で23日，3

回で17日，4回で12日と短縮された．補強回数5回の

場合は6日となり，1週間以内での機能回復が可能と

なった．また，R値(機能損失量)は補強回数0回の

3.92に対して，補強回数5回では0.07と大幅に低減

し，レジリエンスが高まった．これにより，各年の

補強による下水道システム全体への効果を定量的に

評価できた． 

 
表-2 補強回数とエリア番号 

 
※各補強回数のエリア番号順は意味は持たない 

 
図‐8 補強回数ごとの復旧時の機能推移 

７．まとめと今後の課題 
本検討より以下の2点の結果を得た． 

1つ目は，レジリエンス三角形を用いて下水道シ

ステムのレジリエンスを定量評価・比較することで，

復旧手順の違いが機能回復に与える影響が明らかと

なったことである．これにより，これまで管理者の

経験に依存してきた復旧を，早期機能回復の観点か

らで実施可能な手順として提示できる． 

2つ目は，複数年にわたる補強計画に対して，各

年の対策完了時点でのレジリエンス三角形を最小化

にする最適化計算を行うことで，下水道システム全

体の機能向上を最大化する予防保全対策の優先順序

の提示が可能となる． 

以上の結果から，レジリエンス評価を用いること

で，下水道システムの機能に着目した被災後の早期

機能回復を可能にする復旧計画や，より効果的な震

災対策のマネジメントが可能であることを示した． 

本検討では下水道に焦点を当てているが，実際の

災害対応では都市全体の早期機能回復が求められる．

現在は下水道との関連性の高い上水道との相互作用

を考慮した計画立案の検討を進めているところであ

る．今後は，上下水道に加え道路や電力など複数の

インフラの相互関係を考慮した複合レジリエンス評

価の確立に取り組み，より安心・安全な都市インフ

ラマネジメント手法の構築を進めていく． 
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▲：避難所

補強回数 エリア番号
1 3,5,7,15
2 1,2,3,4,10,16
3 6,11,13,16
4 11,12,14
5 8,9,12
6 9,17
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